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（単位：千円）

金額 金額

流動資産 1,226,492 流動負債 1,104,991

現金及び預金 886,427 買掛金 58,789

売掛金 124,216 未払金 647,686

商品 56,992 1年以内返済予定の長期借入金 261,333

貯蔵品 814 未払法人税等 7,227

未収入金 30,824 賞与引当金 47,685

未収消費税等 80,150 短期リース債務 35,463

未収還付法人税等 7,848 前受金 45,042

前払費用 36,294 その他 1,764

その他 3,401

貸倒引当金 △ 477 

固定資産 10,207,809 固定負債 3,593,433

有形固定資産 7,591,962 長期借入金 2,613,330

建物 6,798,385 預り保証金 149,711

構築物 71,356 長期リース債務 191,628

機械装置 27,224 繰延税金負債 426,450

車両運搬具 13,339 退職給付引当金 212,313

工具器具備品 291,888

リース資産 206,669

建設仮勘定 183,099 負債合計 4,698,425

無形固定資産 2,600,187

公共施設等運営権 1,844,700 株主資本 6,735,877

公共施設等運営権更新投資 664,160 資本金 4,249,000

ソフトウエア 63,579 資本剰余金 4,249,000

その他 27,747 資本準備金 4,249,000

投資その他の資産 15,659 利益剰余金 △ 1,762,122 

長期前払費用 15,541 その他利益剰余金 △ 1,762,122 

投資有価証券 0 繰越利益剰余金 △ 1,762,122 

破産更生債権等 2,543

その他 118

貸倒引当金 △ 2,543 純資産合計 6,735,877

資産合計 11,434,302 負債及び純資産合計 11,434,302

(資産の部)

科目

(負債の部)

(純資産の部)

 貸  借  対  照  表 
（２０２１年３月３１日現在）

科目
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（単位：千円）

売上高 2,472,725

売上原価 587,987

売上総利益 1,884,738

販売費及び一般管理費 3,577,069

営業利益(△は損失) △ 1,692,331 

営業外収益

受取利息 15

雇用調整助成金等 40,087

その他 84,627 124,731

営業外費用

その他 5,484 5,484

経常利益(△は損失) △ 1,573,084 

特別利益

補助金収入 36,736 36,736

特別損失

固定資産圧縮損 35,396 35,396

税引前当期純利益(△は損失) △ 1,571,744 

法人税、住民税及び事業税 3,882

法人税等調整額 △ 61,558 △ 57,676 

当期純利益(△は損失) △ 1,514,067 

金　　　　　　額科　　　　目

 損　益　計　算　書 
（自２０２０年４月１日　至２０２１年３月３１日）
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自 2020年 4月 1日

至 2021年3月31日

（単位：千円）

当期首残高 4,249,000 4,249,000 4,249,000 △ 248,055 △ 248,055 8,249,944 8,249,944

当期変動額

当期純利益(△は損失) － － － △ 1,514,067 △ 1,514,067 △ 1,514,067 △ 1,514,067 

当期変動額合計 － － － △ 1,514,067 △ 1,514,067 △ 1,514,067 △ 1,514,067 

当期末残高 4,249,000 4,249,000 4,249,000 △ 1,762,122 △ 1,762,122 6,735,877 6,735,877

株主資本等変動計算書

株主資本

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計

その他
利益剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

株主資本
合計
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個 別 注 記 表 

 

 

（継続企業の前提に関する注記）                  

   該当事項はありません。 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１.資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券(時価のないもの)… 移動平均法による原価法を採用し 

                       ています。 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産の主な評価方法は、先入先出法による原価法（貸借対照表 

価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）を採用し

ています。 

 

２.固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

建物(附属設備を除く)については定額法、その他は定率法。 

ただし、2016 年 4 月 1 日以降取得した建物附属設備及び構築物について

は定額法を採用しています。 

なお、2016 年 6 月 1 日以前取得した貨物事業の有形固定資産の減価償却

方法は全て定額法を採用しています。 

（２）無形固定資産 

       定額法を採用しています。 

       なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間 

(5 年)に基づく定額法によっています。 

また、公共施設等運営権については、運営権設定期間 (30 年 ) に

基づく定額法によっています。ただし、公共施設等運営権更新投資につ

いては、更新投資の経済的耐用年数（当該更新投資の物理的耐用年数が公

共施設等運営権の残存する運営権設定期間を上回る場合は、当該残存する

運営権設定期間）に基づく定額法によっています。 

（３）リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用していま 

す。 
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３.引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

    売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、 

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込 

額を計上しています。 

（２）賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しています。 

（３）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、退職給付の要支給額(簡便法)に基づき計上 

しています。 

 

４.その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（１）繰延資産の処理方法 

創立費、開業費及び株式交付費については、支出時に全額費用として処 

理しています。 

（２）消費税等の会計処理 

税抜方式によっています。 

 

（表示方法の変更） 

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用） 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第 31 号 2020 年３月

31 日）を当事業年度より適用し、（会計上の見積りに関する注記）を開示してお

ります。 

 

（会計上の見積りに関する注記） 

固定資産の減損会計 

① 当事業年度の計算書類に計上した金額  

有形及び無形固定資産 10,192,149 千円、減損損失－千円 

 

② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

減損損失の算定に当たっては、営業活動から生ずる損益が継続してマイナ

スとなっていないか、帳簿価額に対して時価が著しく下落していないか等の

減損の兆候に該当するか否かの判定を行っております。また、減損の兆候に

該当した資産については、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額

を下回る状況にないかを判定しております。 

なお、割引前将来キャッシュ・フローの見積りにおける、新型コロナウイ

ルス感染症の収束時期については、翌事業年度以降も影響が一定程度継続す

るものの段階的に回復していくものと仮定しております。当該仮定は不確実

性が高く、予想値との乖離が生じた場合、翌事業年度において減損損失が発

生するリスクがあります。 
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（貸借対照表に関する注記） 

１. 

(1) 

 

 

 

 

 

 

(2) 

 

 

圧縮記帳額 

地方公共団体等からの補助金等の受入に伴い、有形固定資産の取得原価から控

除している圧縮記帳累計額 

  建物                942,338 千円 

  構築物               16,917 千円 

  機械装置              31,761 千円 

  車両運搬具               3,770 千円 

工具器具備品             46,244 千円 

当事業年度において、地方公共団体等からの補助金等の受入に伴い、固定資産

の取得原価から控除している圧縮記帳額 

建物                  4,733 千円 

車両運搬具               3,770 千円 

  工具器具備品            18,225 千円 

ソフトウエア              8,667 千円 

２． 有形固定資産の減価償却累計額    16,456,037 千円 

３． 

 

関係会社に対する金銭債権債務 

短期金銭債権                     474 千円 

短期金銭債務                   70,629 千円 

 

（損益計算書に関する注記） 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高の総額          245,120 千円 

     

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

当事業年度末日における発行済株式の数  

普通株式 51,030 株 

Ａ種優先株式 118,930 株 

 

 (税効果会計に関する注記) 

   繰延税金資産の発生の主な原因は、繰越欠損金、退職給付引当金であります。な

お、繰越欠損金及び翌期回収見込のないものについては全額評価性引当を行ってお

り、評価性引当額は 709,555 千円です。 

繰延税金負債の発生の主な原因は、合併時受入資産の会計と税務での差異による

ものです。 

 

（金融商品に関する注記） 

１.金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、必要な資金を宮城県

からの借入により調達しています。 

また、借入金の使途は災害復旧資金であります。なお、金利は無利息であり

ます。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

2021 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい 

ては次のとおりであります。 

                                                        （単位：千円） 

 貸借対照表計上額 

（※） 

時  価 

（※） 
差  額 

（1）現金及び預金 886,427   886,427 ― 

（2）未払金    (647,686)    (647,686) ― 

（3）長期借入金    (2,874,663)    (2,828,916) 45,746 

    (※)負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。 

(注１)金融商品の時価の算定に関する事項 

(1)現金及び預金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと 

から当該帳簿価額によっています。 

(2)未払金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと 

から当該帳簿価額によっています。 

(3)長期借入金（一年内返済予定分を含む） 

これらの時価については、元利金の合計額を返済期日までの期間及び

信用リスクを加味した利率で割り引いて算定する方法によっておりま

す。 

(注２)投資有価証券(0 千円)は、非上場株式であり、市場価格が無く、かつ  

将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるため、上記には含めておりません。 

 

（賃貸等不動産に関する注記） 

  １.賃貸等不動産の状況に関する事項 

    当社は宮城県名取市において、賃貸用の不動産を有しています。 

２.賃貸等不動産の時価に関する事項 

                                                         （単位：千円） 

貸借対照表計上額 時  価 

6,869,741 6,985,728 

(注) (1)貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び圧縮記帳 

累計額を控除した金額であります。 

 (2)当事業年度末の時価は、主に「不動産鑑定評価基準」に基づいて

自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行なったものを含む。）

であります。 

 (3)建設仮勘定(貸借対照表計上額 183,099 千円)は、館内リニューア

ル工事等に係るもので、現在開発中であることから、時価を把握す

ることが極めて困難であるため、上表には含まれておりません。 
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（1 株当たり情報に関する注記） 

１．１株当たり純資産額 15,468 円 88 銭 

１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。   

   純資産の部の合計額 6,735,877 千円 

   純資産の部の合計額から控除する金額 5,946,500 千円 

   （うち優先株式払込金額） (5,946,500 千円) 

   普通株式に係る当事業年度末の純資産額 789,377 千円 

  1 株当たり純資産額の算定に用いられた当事業年度末の普通株式の数 

 51,030 株 

２．1 株当たり当期純損失 29,670 円 15 銭 

1 株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

   当期純損失 1,514,067 千円 

   普通株式に帰属しない金額 － 

   普通株式に係る当期純損失 1,514,067 千円 

   普通株式の期中平均株式数 51,030 株 

※1 株当たり純資産額および 1 株当たり当期純損失は、銭未満を四捨五入して 

表示しています。 

 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

該当事項は有りません。 

 

 

本計算書類中の記載金額は、表示数値未満の端数を切り捨てて表示しています。 

 

                                 

 


